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観光所得乗数モデルの展開

北 條 勇 作

The Expansion of Tourism Income Multiplier Model
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は じ め に

観光が地域（特にその地域の経済）に及ぼす効果は大きいので，このような諸効果の研究が事例

的研究を中心に現在盛んに行われているが したがってこれからは，理論的研究の比重を大きく

すべきである ，これは多くの地方自治体が地域の活性化のためにコンベンション等とともに観

光を地域振興上の戦略として大いに期待していることにも起因している（一般的には，数値の是非

はともかく，乗数の値は，コンベンションが2.5，観光が２といわれている)。それというのも，観

光は，需要拡大・所得創出・雇用増大・税収増大等の経済効果，観光関連産業以外の他産業への刺

激，文化振興・環境の創造や保全・自地域のイメージアップや愛着増進などの非経済的効果，等々

様々な効果を有しているからである。このような色々な効果を発揮する観光であるからこそ，これ

に対する自治体の期待は大変大きいのである。余暇時間の増大，ふるさと志向の高まり，交通利便

性の向上，情報化の進展，行動領域の拡大等により，都市と農山漁村の交流を含む観光・レクリエー

ションなどは今後一層発展するであろう。

上述のような様々な効果を有し，地域振興の面においても大きな役割を演じ，大変重要な地位を

占める観光は，色々な面（角度）からこのような諸効果が今後一層研究されてゆかなければならな

い。経済効果（投資中・投資後両面で効果が存在するが，もちろん重要になってくるのは後者の効

果である｡）の導出方法だけを見ても，投入・産出分析（Ｉ・Ｏ分析) (1)，乗数理論，経済的基盤理

論，コスト・ベネフィット分析，デルファイ分析等様々な方法（手法）が考えられる。

この小論では，観光が地域に及ぼす経済効果における研究の発展の視点から，アルファユース・

Ｏ・オアクウェー（Alphaeus O .Ohakweh）のすぐれた学位論文〔46〕で述べられた観光所得乗

数モデル・観光雇用乗数モデル等を簡単に紹介し，次に当該乗数などをめぐる若干の論述を行い，

その後アーチャー（Brian H.Archer)〔４�，小沢健市〔74，75，77，79等�(2)が述べている観光所

得乗数（理論）を述べ，さらに当該理論を参考にして私のモデルを構築・提唱し，観光（所得）乗

数（理論）の一端 試みにすぎない を眺める（ごく簡単に乗数式の数値例も示す)。という

のは，乗数の値の導出においてはより多くの考え方・手法があってもよいと思われるからである。

ここで論じる私の観光（所得）乗数理論の展開は，｢観光乗数に関する試論」と題して日本観光学

会第82回全国大会で発表した（2000年12月９日）内容〔117〕に推敲を重ね肉付けしたものである｡

なおここで付言しておくと，観光乗数（tourism multiplier）とは，ある地域における観光客の

総観光支出の増加により，この支出の増分（初期支出）の波及効果を通して，当該地域の産出，所

得，雇用などの経済規模の追加的増大を推計・測定するに役立つ数値のことである。したがって，

観光客の支出が増えても，当地域から他地域への遺漏分（移入・輸入分）が大きいほど，乗数値は

小さくなる。

観光乗数には様々なものが考えられるが，たとえばアーチャー〔４〕は，1977年，それを売上高
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(または取引額)，産出，所得，雇用，投入・産出などの視点から眺めることができるとして各乗数

タイプを論じている。

なお，同じ視点の乗数でも論者によって，その導出方法にはいろいろな考え方があり，計算の仕

方が異なっており，また適用の手法にも相違することがあり，乗数の値が大きく違ってくるので注

意を要する。

� オアクウェー論文における観光乗数の役割

一 概 説

観光あるいは余暇活動のもたらす地域経済的効果の測定等についての研究を推進することが学者･

研究者・観光業者・為政者・行政担当者等の間で切望され，したがってまた貴重な業績もいくつか

存在しさらに新たなものが生産されつつある。その中にあって，前述のオアクウェーの論文は群を

抜くすぐれたものであると言えよう。

彼の研究は(3)，ポートランド大都市地域（ポートランド標準大都市統計地域〈地区〉を構成する

クラーク郡〈本郡のみワシントン州に属する�，マルトノマー郡〈当郡内にポートランド市が立地

している�，ワシントン郡，クラッカマス郡のうち，クラーク郡を除いたコロンビア川以南の地域)

を対象地域として選定し，1980年における観光の経済的インパクトを論述した大変すぐれたもので

ある。これまでの大抵の研究は，範囲（地域）を国や州レベルで選定しているが，彼の研究は上述

のようにより狭い地域で論じており，ここにも大きな意義が存在すると言えよう。

彼は，観光に関連したビジネスを基盤的活動として捉え，従って観光を移出産業と位置づけてお

り，貨幣的ベネフィット・コストモデルを用いて，観光による便益とそれの提供のために必要とな

る費用の比較を金額の面から行い，前者が後者をかなり上回っていることを見いだし，観光が地域

において大きな役割を果たすことを主張している。

彼が当論文で意図した主たるテーマは，便益・費用モデルを駆使して上述のようなことを叙述す

ることに他ならなかったが，大都市地域の貨幣的便益を評価するに際して，中間的投入（インプッ

ト）として展開された観光についての所得・雇用両乗数効果の予測の役割（意義）も忘れてはなら

ない。所得・雇用それぞれに関する乗数モデル（乗数：1.1024）を用いて，観光による所得・雇用

両面における各効果を算出し，観光が所得面並びに雇用面で重要な役割を果たしていることを述べ

ている。換言するなら，(観光）所得乗数モデルは所得乗数効果を，また（観光）雇用乗数モデル

は雇用乗数効果をそれぞれ算出することが出来る訳であり，このことによって観光が所得・雇用両

面において重要な役割を果たしていることを知ることが出来るのである。
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二 観光客

オアクウェーの論文(4)では，その研究・調査目的からして観光客とは，コロンビア川以南の当該

大都市地域を少なくとも24時間旅行をするあらゆる人々を意味する。(当定義は，日常の規則的な

活動の一部ではないところの楽しみあるいはビジネス，教育的か個人的理由のためにその大都市地

域に入ってくる人々を含んでいる｡）この定義は，たとえば，我が国で一般的に受け入れられてい

る観光客のそれ（旅行をともなうすなわち日常生活圏を離れる余暇活動を行う人達) (5)よりも広い

範疇の概念である。

三 基盤的活動としての観光

オアクウェー(6)は，観光に関連したビジネスを前述のように基盤的活動として捉えている。した

がって観光を移出産業と位置づけている。

基盤的活動（基礎的活動）は地域外に財貨あるいは用役（サービス） 両者をあわせて財

を供給するすなわち移出する活動を意味し，地域内にそれらを供給する活動である非基盤的活動

(非基礎的活動）に相対するものである。基盤的活動は２つのものから成る。１つは財を消費者や

購入者の住む場所へ運ぶ活動から成り，今１つは逆に消費者や購入者を財が存在する所へ引き寄せ

る活動である。ホテル，モーテル，レストラン，ギフトおよび土産物店，ガソリンサービスステー

ション，娯楽・レクリエーション施設，などのような観光に関連したビジネスは，後者の範疇に属

する。

四 貨幣的便益－費用モデル

彼は貨幣的便益と貨幣的費用の比較を行い純貨幣便益を導出する(7)。そして，前者が後者をかな

り上回っていること，すなわち純貨幣便益が多額になることを見出し，観光が地域において大きな

役割を果たすことを主張している(8)。

五 所得乗数モデルと雇用乗数モデル

彼は，乗数（原理）並びにその実際の適用について論述している(9)。彼の論文においては，所得･

雇用両乗数モデルによる所得面および雇用面における乗数効果の予測は決して第一の目的ではない

けれども，大都市地域の貨幣的便益を評価するに際して，中間的投入として両者の役割が展開され

ていることは注目に値するといえよう。彼は，所得・雇用それぞれに関する乗数モデルを用いて

(乗数：1.1024)，上述の両乗数効果を算出し，観光が所得・雇用両面において重要な役割を果たし
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ている事実を述べている。

◎ 所得乗数モデル

オアクウェーの所得乗数モデルは次の式で表現され，その算出に際し９つの段階が存在する(10)。

紙面の都合で説明は割愛する。因みに，彼のモデルは，1978年にグレン・Ｄ・ウィーヴァー他

(Glenn Ｄ．Weaver et al .）によって展開された複合観光乗数（composite tourist multiplier）モ

デル（これは，観光客の支出が当該大都市経済へ及ぼす直接的および間接的インパクトを測定する

ことが出来る｡)〔63，64，65，66〕を利用したものである。

Ｙｍ�１／(１－ＺＶ)�＝観光所得乗数 �

ここで，Ｙｍ＝大都市の所得を直接増やした観光支出のパーセント，

Ｚ＝大都市地域において支出された大都市所得のパーセント，

Ｖ＝地元（地域）で生産され且つ販売された大都市の財貨および用役のパーセント，であ

る。

いくつかの乗数モデルは，上式に最小完全数すなわち1を加えている（たとえばアーチャーおよ

びオーエン〈Ｂ．Ｈ．Archer and Christine Ｂ．Owen�〔６〕)。次式がそれである。

１＋Ｙｍ�１／(１－ＺＶ)� �

◎ 雇用乗数モデル

このモデルは(11)，所得乗数モデルにおいて用いられたドル価値が雇用に置き換えられていること

を除いて，当該モデルと同じ型式と見なすことが出来る。したがって，雇用乗数モデルにおける乗

数は，所得乗数モデルの論述に際して導出した乗数（1.1024）と同値となる｡――このように同値

であるのは，前者の各数値の導出手順・方法が後者の各数値の導出手順・方法に依拠したためであ

る。雇用乗数モデルは次の式で示すことが出来る。

Ｙｅ�１／(１－ＺＶ)�＝観光雇用乗数 �

ここで，Ｙｅ＝大都市の雇用を直接増やした観光支出のパーセント，

Ｚ＝大都市の地域において支出された大都市所得のパーセント，

Ｖ＝地元（地域）で生産され且つ販売された大都市の財貨および用役のパーセント，であ

る。

六 彼の研究の長所

オアクウェーの論文には，次のようなメリットが存在する(12)。

１．彼の論文で展開された方法論を含む当研究（この研究は地域経済に及ぼす観光の意義を包括的

に眺めた最初の試みである）は，あらゆる大都市地域レベル（これまでの大抵の研究は国や州の

レベルで論じているが，彼はこれより狭い当該地域レベルにおいて叙述しており，ここにも意義

があることについては前述のとおりである｡）において有効である。もちろん，我が国を始め世



―42―

高崎経済大学論集 第44巻 第１号 2001

界各国の当該地域レベルの面域においても役に立つと言えよう。したがって，観光に携わるある

いはそれを研究するすべての人達・機関等は，彼の研究を理解し且つ利用・応用することも意義

のあることと思えるので，その努力をすることも必要であろう。

２．大都市地域の貨幣的便益を評価するに際して，所得・雇用それぞれに関する乗数モデルを用い

て，観光による所得・雇用両面における各効果を算出し，観光が所得面並びに雇用面において重

要な役割を演じていることを述べた点は注目に値する。

３．貨幣的便益―費用モデル（伝統的便益・費用モデルから少し逸脱したもの）を用いて，観光に

よる便益とそれの提供のために必要となる費用の比較を金額の面から行い，前者が後者をかなり

上回っていることを見いだし，したがって純貨幣便益が多額に上っていることを述べ，観光が地

域において大きな役割を果たすことを主張している。

� オアクウェー乗数等をめぐる若干の論述

乗数理論（原理）と言うと一般に，カーン（Richard Ferdinand Kahn）の雇用乗数（employ

ment multiplier)〔32〕 ケインズ（John Maynard Keynes）は，カーン氏の乗数を雇用乗数

と呼んでいる(13) およびケインズの（投資）乗数（�investment� multiplier) (14)を想起する。

ケインズは，1936年公刊の『一般理論』�35〕の中で，乗数理論を用いて，国民所得（有効需要)

の増大に対する（公共）投資の役割を重視した。彼の（投資）乗数は，上述のカーンの雇用乗数

(1931年）に由来するものである。乗数効果（multiplier effect）とは一般に，総投資が増加すると,

波及効果を通じて所得または雇用などの拡大は投資（独立投資を意味する）の増分の乗数倍の値に

なる，その効果を眺めるものである。

乗数を式で示すと，

ｍ(乗数)＝∂Ｙ／∂Ｉ＝∂Ｙ／∂Ｇ＝１／(１－ｃｙ)＝１／ｓｙ 〈１〉

である。

ここで，ｃｙ＝限界消費性向，

ｓｙ＝限界貯蓄性向，である。

前者の偏微（分）係数は投資乗数であり，また後者のそれは政府支出乗数を意味する。両乗数ｍ

は，ｓｙの逆数になる。そこで乗数効果は，ｃｙの値が大きくなるほど，またｓｙの値が小さくなれ

ばなるほど顕著になり，反対に，両数値が逆になるほどそうではなくなる。

オアクウェーは，１／(１－ＺＶ) を地方乗数と名付け，その値を2.08と算出している。通常乗

数とは，上述のケインズの（投資）乗数〔１／(１－ｃ)〕を持ち出すまでもなく，国・地域のその

差はあれ，この分数式を意味する。ところがオアクウェーは，この値にＹｍを乗じたものを観光所

得乗数と言い，またそれにＹｅを掛けたものを観光雇用乗数と呼ぶ。したがって，乗数値はともに

1.1024（既述から，両乗数は同値である）になり，通常よりもかなり小さい。 彼の既述の研究
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地域は，アメリカ合衆国のような広大な国土からみると小さい地域であり，リーケージが相当程度

存在している。しかもオアクウェーは，所得・雇用それぞれにおいて，この乗数を掛けて得られた

数値を間接的効果と見なし，そして全体の効果について，直接的・間接的両インパクトの総計から

眺望する。彼の手法は，Ｙｍ，Ｙｅをそれぞれ掛けているので，乗数の値が通常より小さくなるけ

れども，つぶさに眺めると，そのことを通じて地域のリーケージの実態をよりよく把握でき，した

がってよりきめの細かい分析が可能になると言う利点がある。評価できる優れた手法である。

なお，乗数を考慮するとき，常に問題になるのが，基になる基礎的な初期投資（経済学的には，

誘発投資ではなく独立投資である｡）としての第１次的所得（あるいは第１次的雇用）を，それに

対する第２次以降の派生的所得（派生的雇用）の総和に加えるか否かということである。要するに,

乗数を後者のみの値とするのか，それともこの値に前者を加えるのか，という問題である。前者を

１単位とすると，１を後者に足すのかどうか，ということになる。

西岡久雄によると(15)，カーンは乗数と言う語を用いず，第１次雇用１に対する第２次雇用（ここ

では派生的雇用〈等比数列を想起されたい〉の総計を意味）の比率 「カーンの比率」と呼んだ

もの を測定することに努めているが，ケインズは，第１次雇用１に対する第１次・第２次両雇

用和の比を「カーン氏の乗数」と呼び，これを雇用乗数と名付け，したがって「カーンの比率」に

１を加えたものを念頭に置いており，彼は自身の（投資）乗数をこのような考え方によるものであ

るとする。

筆者は，乗数を考慮するときには常に，１を加えることにしている。というのは，(地域）経済

の実態をよりよく把握するためには，実際みられた初期投資の分も計上した方が当然好ましいから

である。前述のウィーヴァー他によって展開された複合観光乗数，これを利用したオアクウェーの

(観光）所得乗数と（観光）雇用乗数は，もちろん１を加えた数値であり，アーチャー―オーエン

の式は，たとえば上記（観光）所得乗数にさらに最小完全数１を加えたものである。

地域的乗数の場合は，取り除かなければならないリーケージをどのように評価するか，すなわち

見積もるかが大変重要な課題になってくる（その際もちろん，当該地域の〈限界〉貯蓄性向も同時

に考慮しなければならない｡)。できるだけ地域の実態を多角的・多面的に把握することによって，

よりよい数値を導出するための努力を鋭意進めていく必要があろう。

遺漏分を乗数から除く方法（手法）には，大別すると，周知のようにオアクウェーの（観光）所

得・雇用両乗数で見られるように，乗数の構成変数で考慮するか，さもなくば，派生的リーケージ

を導出することを通じて乗数値を求めるか，の両者が考えられる。

紙幅もないので，ここで付言の形で，参考になる宮沢健一の地域乗数ついて(16)式のみ簡単に示し

ておこう（用いられている記号の意味も省略する)。

ｘ／(１－ｐｘ)＝αβ／�１－ｐαβ－(１－α)γ�

＝αβ／�１－(ｃ－ｍ)αβ－(１－α)γ� 〈２〉
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� アーチャー＝小沢観光所得乗数理論

小沢健市〔75等〕は，アーチャー〔４〕を参考に観光所得乗数理論を論じている(17)。小沢〔75〕

は次のように述べている。

観光支出の経済的インパクトを分析するための観光乗数の研究は，1960年代以降活発に成されて

きたが，それらのうちモデルが明確に定式化されているものとして，Safavi�50�・Brownrigg and

Greig�10�・Archer�４�・Diamond�22�・Cleverdon and Edwards�15�・Mill and Morrison�44〕

をあげることができる。

しかしながら，これまでに定式化されて来たKeynesianタイプの観光乗数モデルにおいては，以

下でその単純なモデル（アーチャー＝小沢モデル１）を示すように，投資はコンスタントないし自

生的として扱われ，(１) 投資が所得・観光支出の変化によって変化することを明示的にモデル化

していない，(２) Archer�４�・Diamond�22〕等によるinput output multiplierは別にして，研

究観光地地域内での産業間のlinkageが明確に把握されないという欠点があったとして，報告目的

を，上に述べた２つの点を考慮して，観光乗数，とりわけ所得乗数をモデル化すること（アーチャー

＝小沢モデル２）におく。 両モデルとも紙幅の関係で計算式は割愛する。また，記号のそれぞ

れの意味については，ｃij：ｉ以外へ支出される限界消費性向の割合，ｔｉ：ｉの限界間接税性向，

ｔid：ｉの所得からの限界控除率，ｂｉ：ｉの政府の限界給付率，ｍ：ｉの限界移入性向であり，残

りのものについては次節の（アーチャー＝小沢モデル２）の変更 その２，を参照されたい。

(アーチャー＝小沢モデル１）の乗数式

△Ｙｉ／△Ｅｉ＝ｌ／�１－(ｃｉ－ｃij－ｔｉｃｉ) (１－ｔid－ｂｉ)＋ｍ�

(アーチャー＝小沢モデル２）の乗数式

△Ｙｉ／△Ｘｉ＝�１＋(１－ｍik)ｈｉ�／�１－(１－ｍik)ｈｉ－(１－ｍic )ｃｉ�

(△Ｉｉ＝ｈｉ△Ｙｉ＋ｈｉ△Ｘｉを前提）

そして小沢は，投資水準の変化は所得と観光支出の誘発的変化の関数であるとの観点にたって構

築した後者のモデルから，われわれは次のことを指摘することができる，と言う。すなわち，高い

移入性向，とくに産業部門における高いそれは，域内産業部門間のlinkageが比較的弱いというこ

と，そして移入性向が高ければ高いほど，乗数の値はますます小さくなるということである。

彼によると，しかしながらわれわれは，このモデルにおいて，投資水準の変化は所得と観光支出

の誘発的変化の関数として示したにすぎないので，モデルはその関数がどのようなものであるかを

特定化していないという意味で不十分であり，それゆえどのような投資仮説ないし投資関数を想定

するかを明らかにしなければならないが，その点については今後の課題としたい，とする。
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� 観光（所得）乗数理論の試論

(アーチャー＝小沢モデル１）の変更

ここでは，モデル１で用いられたＭｉ：ｉの移入（輸入）を，Ｍik：ｉの生産財の購入（移入）と

Ｍic：ｉの消費財の購入（移入）に分割して論述する。したがってこれに関連する式は，Ｍｉ＝Ｍｉ

＋ｍＹｉが，Ｍik＝Ｍik＋ｍｋＹｉとＭic＝Ｍic＋ｍｃＹｉに置き換えられる。

乗数式 △Ｙｉ／△Ｅｉ＝ｌ／�１－(ｃｉ－ｃij－ｔｉｃｉ) (１－ｔid－ｂｉ)＋ｍｋ＋ｍｃ�

モデル１の乗数値と異なっているのは，分母のｍが，ｍｋ＋ｍｃに変化しているところだけである｡

紙幅の関係で計算式は省略する。なお，記号の意味は，ｍｋ：ｉの生産財の限界移入性向，ｍｃ：ｉ

の消費財の限界移入性向であり，その他については前節および（アーチャー＝小沢モデル２）の変

更 その２，の該当箇所を参照されたい。

｢数値例｣ 参考のために，当該乗数式の数値例を示しておこう。今，ｃｉ：0.8，ｃij：0 . 8，ｔｉ：

0.1，ｔid：0. 2，ｂｉ：0 .1，ｍｋ：0 .4，ｍｃ：0.3と置くと，乗数値は0.5695になる。もちろん数値

の取り方によって乗数値は大きくも小さくもなる。

(アーチャー＝小沢モデル２）の変更 その１

モデル２のＸｉ：ｉの移出（輸出）を，Ｘｉ
１：観光地ｉの観光収入ないし移出（宿泊部門）と

Ｘｉ
２：観光地ｉの観光収入ないし移出（非宿泊部門）に分割して論述する。(△Ｉｉ＝ｈｉ△Ｙｉ＋

ｈｉ△Ｘｉ
１＋ｈｉ△Ｘｉ

２を前提）

（△Ｘｉ
１の場合) 乗数式

△Ｙｉ／△Ｘｉ
１＝�１＋(１－ｍik)ｈｉ�／�１－(１－ｍik)ｈｉ－(１－ｍic )ｃｉ�

（△Ｘｉ
２の場合） 乗数式

△Ｙｉ／△Ｘｉ
２＝�１＋(１－ｍik)ｈｉ�／�１－(１－ｍik)ｈｉ－(１－ｍic )ｃｉ�

（△Ｘｉ
１，△Ｘｉ

２の場合） 乗数式

△Ｙｉ／(△Ｘｉ
１＋△Ｘｉ

２)＝�１＋(１－ｍik)ｈｉ�／�１－(１－ｍik)ｈｉ－(１－ｍic )ｃｉ�

いずれの場合でも，導出された乗数値は，モデル２と同じになる。なぜなら，投資関数において

同じｈｉのみを用いているからである。したがって結果的に（初めから容易に推測されることであ

るが)，ＸｉをＸｉ
１とＸｉ

２に分解して考える必要性がなくなることを意味している。紙面の関係で計

算式は割愛する。さらに，使用した各々の記号の意味についても省略する〔(アーチャー＝小沢モ

デル２）の変更 その２，の記号の意味を参照�。

｢数値例｣ 参考のためにここで，上記乗数式の数値例を示しておく。今，ｃｉ：0 .8，ｈｉ：1 .1，

ｍik：0.8，ｍic：0.7とすると，乗数値は2.2593になる。これらの数値の如何によって乗数は色々な

値をとり，乗数値は大きくもなり小さくもなる。

(アーチャー＝小沢モデル２）の変更 その２
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ここでは，モデル２のＸｉ：iの移出（輸出）を，必要と思えるので，Ｘｏ：観光地ｉの観光収入

ないし移出（宿泊部門）とＸｐ：観光地ｉの観光収入ないし移出（非宿泊部門）に分割して論述す

る。(３）式が前提されていることに注意されたい。またＧｉを一定として取り扱う。なお，モデル

の展開から理解できるように，乗数理論と加速度原理の両者が用いられている。

記号の意味は次の通りである。

Ｙｉ：研究地域ｉの所得水準

Ｃｉ：ｉの消費支出

ｃｉ：ｉの限界消費性向

Ｉｉ：ｉの投資支出

ｈｉ：Ｙｉにおける加速度係数

ｈｏ：Ｘｏ、Ｘｐにおける加速度係数

Ｇｉ：ｉの政府支出

Ｘｏ：観光地ｉの観光収入ないし移出（宿泊部門）

Ｘｐ：観光地ｉの観光収入ないし移出（非宿泊部門）

Ｍik：ｉの生産財の購入（移入）

ｍik：ｉの生産財の限界移入性向

Ｍic：ｉの消費財の購入（移入）

ｍic：ｉの消費財の限界移入性向

ここで仮定する所得方程式は，次のようなものである。

Ｙｉ＝Ｃｉ＋Ｉｉ＋Ｇｉ＋Ｘｏ＋Ｘｐ－Ｍik－Ｍic （１）

消費支出と投資の各変化については，次のように考える。

△Ｃｉ＝ｃｉ△Ｙｉ （２）

△Ｉｉ＝ｈｉ△Ｙｉ＋ｈｏ△Ｘｏ＋ｈｏ△Ｘｐ （３）

ここで，(３）式のｈｉ△Ｙｉ，ｈｏ△Ｘｏおよびｈｏ△Ｘｐは，ｉにおける所得，ならびに宿泊部門

と非宿泊部門の各観光支出の誘発的変化をそれぞれ示している。換言するなら，当該式の意味は，

誘発投資としてよく知られている論理を応用して述べると，投資水準の変化は，所得，および宿泊･

非宿泊両部門の観光支出の各誘発的変化を合わせたものから成ることを表現している。なお付言す

ると，△Ｙｉにはｈｉを，△Ｘｏと△Ｘｐにはｈｏを乗じている。

また，

△Ｍik＝ｍik△Ｉｉ

＝ｍik(ｈｉ△Ｙｉ＋ｈｏ△Ｘｏ＋ｈｏ△Ｘｐ) （４）

△Ｍic＝ｍic△Ｃｉ

＝ｍicｃｉ△Ｙｉ （５）

それゆえ，観光支出の変化は，ｉ地域に後述のような経済効果をもたらす。
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(△Ｘｏの場合）

△Ｙｉ＝ｃｉ△Ｙｉ＋ｈｉ△Ｙｉ＋ｈｏ△Ｘｏ＋△Ｘｏ

－�ｍik(ｈｉ△Ｙｉ＋ｈｏ△Ｘｏ)�－ｍicｃｉ△Ｙｉ （６）

そこで

△Ｙｉ－ｈｉ△Ｙｉ－ｃｉ△Ｙｉ＋ｍikｈｉ△Ｙｉ＋ｍicｃｉ△Ｙｉ

＝ｈｏ△Ｘｏ＋△Ｘｏ－ｍikｈｏ△Ｘｏ （７）

したがって

△Ｙｉ(１－ｈｉ－ｃｉ＋ｍikｈｉ＋ｍicｃｉ)＝△Ｘｏ(１＋ｈｏ－ｍikｈｏ) （８）

さらに

△Ｙｉ／△Ｘｏ＝(１＋ｈｏ－ｍikｈｏ)／(１－ｈｉ－ｃｉ＋ｍikｈｉ＋ｍicｃｉ) （９）

すなわち

△Ｙｉ／△Ｘｏ＝�１＋(１－ｍik)ｈｏ�／�１－(１－ｍik）ｈｉ－(１－ｍic）ｃｉ� （10）

(△Ｘｐの場合）

△Ｙｉ＝ｃｉ△Ｙｉ＋ｈｉ△Ｙｉ＋ｈｏ△Ｘｐ＋△Ｘｐ

－�ｍik(ｈｉ△Ｙｉ＋ｈｏ△Ｘｐ)�－ｍicｃｉ△Ｙｉ （11）

そこで

△Ｙｉ－ｈｉ△Ｙｉ－ｃｉ△Ｙｉ＋ｍikｈｉ△Ｙｉ＋ｍicｃｉ△Ｙｉ

＝△Ｘｐ＋ｈｏ△Ｘｐ－ｍikｈｏ△Ｘｐ （12）

したがって

△Ｙｉ(１－ｈｉ－ｃｉ＋ｍikｈｉ＋ｍicｃｉ)＝△Ｘｐ(１＋ｈｏ－ｍikｈｏ） （13）

さらに

△Ｙｉ／△Ｘｐ＝(１＋ｈｏ－ｍikｈｏ)／(１－ｈｉ－ｃｉ＋ｍikｈｉ＋ｍicｃｉ) （14）

すなわち

△Ｙｉ／△Ｘｐ＝�１＋(１－ｍik)ｈｏ�／�１－(１－ｍik)ｈｉ－(１－ｍic )ｃｉ� （15）

(△Ｘｏ，△Ｘｐの場合）

△Ｙｉ＝ｃｉ△Ｙｉ＋ｈｉ△Ｙｉ＋ｈｏ△Ｘｏ＋ｈｏ△Ｘｐ＋△Ｘｏ＋△Ｘｐ

－�ｍik(ｈｉ△Ｙｉ＋ｈｏ△Ｘｏ＋ｈｏ△Ｘｐ)�－ｍicｃｉ△Ｙｉ （16）

そこで

△Ｙｉ－ｈｉ△Ｙｉ－ｃｉ△Ｙｉ＋ｍikｈｉ△Ｙｉ＋ｍicｃｉ△Ｙｉ

＝△Ｘｏ＋ｈｏ△Ｘｏ－ｍikｈｏ△Ｘｏ＋△Ｘｐ＋ｈｏ△Ｘｐ－ｍikｈｏ△Ｘｐ （17）

したがって

△Ｙｉ(１－ｈｉ－ｃｉ＋ｍikｈｉ＋ｍicｃｉ)

＝△Ｘｏ(１＋ｈｏ－ｍikｈｏ)＋△Ｘｐ(１＋ｈｏ－ｍikｈｏ)

＝(△Ｘｏ＋△Ｘｐ) (１＋ｈｏ－ｍikｈｏ) （18）
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さらに

△Ｙｉ／(△Ｘｏ＋△Ｘｐ)＝(１＋ｈｏ－ｍikｈｏ)

／(１－ｈｉ－ｃｉ＋ｍikｈｉ＋ｍicｃｉ） （19）

すなわち

△Ｙｉ／(△Ｘｏ＋△Ｘｐ)＝�１＋(１－ｍik)ｈｏ�

／�１－(１－ｍik)ｈｉ－(１－ｍic )ｃｉ� （20）

いずれの場合でも，求めた乗数値は同じである。モデル２と異なっているのは，分子のところの

ｈｉがｈｏになっている点のみである。

｢数値例｣ ここで，参考のために，上記乗数式の数値例を示しておこう。今，ｃｉ：0.8，ｈｉ：1.1 ,

ｈｏ：1 .2，ｍik：0. 8，ｍic：0 .7と置くと，いずれの場合も乗数値は 2.2963 になる。もちろん数値

の取り方によって乗数値は大きくもなり小さくもなる。

これまでの論述から容易に理解できるように，投資水準の変化は，所得，および宿泊・非宿泊両

部門の観光支出の各誘発的変化をあわせたものから成る，という観点から導出した乗数は，一般に,

移入性向（生産財の限界移入性向と消費財の限界移入性向）が大きくなればなるほど小さくなり，

反対に加速度係数（hi，ho)，限界消費性向が高まれば高まるほど大きくなる。また，大きい限界

移入性向とくに生産財のそれが増せば増すほど，当該地域内の産業連関が希薄になり，域外への漏

出分が大きくなることを示しており，その結果，乗数効果も弱まると言えるのである。

このような問題の解決のために是非とも必要になってくるのが，(地域）産業連関分析である。

(地域）産業連関理論は万能ではないが，様々な地域レベルにおける経済状況や経済予測などの諸

面において現在大きな貢献をしているのと同様に，確かに当該問題においても役に立つ手法・方法

なのである。有用な理論なので，今後増々利用されるようになるであろう。そこでこれからは，当

該理論が改良されること，また観光の面からは，観光産業の統計が改善され，これらを含んだより

よい地域産業連関表が構築されること等が望まれるところである。ただ注意を喚起しておきたいが,

地域が狭くなると，どうしても他地域への漏出分が多くなり，意味を持たなくなるという欠点が存

在する，という点である。

(アーチャー＝小沢モデル２）の変更 その３

この箇所では，モデル２のＸｉ：ｉの移出（輸出）を，｢その２」と同じように，Ｘｏ：観光地ｉ

の観光収入ないし移出（宿泊部門）とＸｐ：観光地ｉの観光収入ないし移出（非宿泊部門）に分割

して論述する。(ただし，△Ｉｉ＝ｈｉ△Ｙｉ＋ｈｏ△Ｘｏ＋ｈｐ△Ｘｐを前提）

(△Ｘｏの場合） 乗数式 △Ｙｉ／△Ｘｏ＝�１＋(１－ｍik)ｈｏ�

／�１－(１－ｍik)ｈｉ－(１－ｍic )ｃｉ�

(△Ｘｐの場合） 乗数式 △Ｙｉ／△Ｘｐ＝�１＋(１－ｍik)ｈｐ�

／�１－(１－ｍik)ｈｉ－(１－ｍic )ｃｉ�
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(△Ｘｏ，△Ｘｐの場合） 乗数式

△Ｙｉ／(△Ｘｏ＋△Ｘｐ)＝�△Ｘｏ／(△Ｘｏ＋△Ｘｐ)�１＋(１－ｍik)ｈｏ�

＋△Ｘｐ／(△Ｘｏ＋△Ｘｐ)�１＋(１－ｍik)ｈｐ��

／�１－(１－ｍik)ｈｉ－(１－ｍic )ｃｉ�

いずれの場合でも，求めた乗数は異なる。モデル２の乗数値と相違しているところは，分子にお

いて，(△Ｘｏの場合)ではｈｉがｈｏに，(△Ｘｐの場合)にはｈｉがｈｐに変わっている。さらに，(△

Ｘｏ，△Ｘｐの場合)には，分子は，�１＋(１－ｍik)ｈｏ�に△Ｘｏ／(△Ｘｏ＋△Ｘｐ)を，また�１＋(１

－ｍik)ｈｐ�に△Ｘｐ／(△Ｘｏ＋△Ｘｐ)をそれぞれ掛けたものの和となっており，ｈｏとｈｐの両者を

考えることになる。この議論では，もちろん本来，△Ｘｏと△Ｘｐの比率を考慮すべきであるが，こ

こでは計算式のモデルなので論及しないでおく。紙面の関係で計算式は割愛する。なお，使用した

各々の記号の意味についてであるが，ｈｐ：Ｘｐにおける加速度係数であり，その他については（アー

チャー＝小沢モデル２）の変更 その２，の記号の意味を参照されたい。

｢数値例｣ 参考になると思うので，３通りの上記乗数式の数値例を示しておこう。ここで今，ｃｉ:

0.8，ｈｉ：1.1，ｈｏ：1.2，ｈｐ：1.05，ｍik：0.8，ｍic：0.7とすると（これらの数値の如何によっ

て乗数は色々な値をとる)，

（△Ｘｏの場合) 乗数値は2.2963である。

（△Ｘｐの場合) 乗数値は2.2407である。

（△Ｘｏ，△Ｘｐの場合） 乗数値は2.2685である。�△Ｘｏ／(△Ｘｏ＋△Ｘｐ)，△Ｘｐ／(△Ｘｏ

＋△Ｘｐ)ともに0.5とおく〕

これまでの論述から簡単に理解されるように，投資水準の変化は，所得，それに宿泊・非宿泊両

部門の観光支出の各誘発的変化を合計したものに等しい，という視点から導出した乗数は，以上の

通りである。当該乗数値は一般的には，３通りいずれの場合においても，限界移入性向すなわち生

産財の限界移入性向と消費財の限界移入性向が大きくなればなるほど小さくなり，反対に，(△Ｘｏ

の場合）には，加速度係数（ｈｉ，ｈｏ)，限界消費性向が，また（△Ｘｐの場合）では，加速度係数

(ｈｉ，ｈｐ)，限界消費性向が，さらに（△Ｘｏ，△Ｘｐの場合）には，加速度係数（ｈｉ，ｈｏ，ｈｐ) ,

限界消費性向がそれぞれ高まれば高まるほど大きくなる。なお，大きい限界移入性向とくに生産財

のそれが増せば増すほど，当該地域内の産業連関が希薄になり，域外への漏出分が大きくなること

を意味し，したがってもちろん，乗数効果も弱まる。

お わ り に

これまで，観光が地域に及ぼす経済効果に関する研究の発展の一助になればと思い，まずオアク

ウェーの学位論文で述べられた観光所得乗数モデル・観光雇用乗数モデル等を簡単に紹介し，次に

当該乗数などをめぐる若干の論述を行い，その後アーチャー，小沢の観光所得乗数（理論）を叙述
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し，さらにアーチャー＝小沢観光所得乗数理論の考え方・内容を参考にして私のモデルを構築・提

唱し モデル２と同様にその変更の論議において，筆者ももちろん乗数理論と加速度原理の両者

を用いる ，試論であるが観光（所得）乗数（理論）の一端を紹介した。またその際，簡単に乗

数式の数値例も示した。

今後の課題として，事例的研究を踏まえ，モデルの妥当性や是非について論証する研究が大切で

ある。なおここでは，投資関数の議論は行っていない。これに関しても，投資関数の厳密な議論や

より適切な投資関数の応用，またそのことに対する適応性の検証などの様々な研究が必要である。

以上の論述から明瞭となったように，観光は地域の経済活動に大きなプラスの影響を及ぼすので,

地域の活性化あるいは一層の発展のためには，観光の役割を充分考慮すべきである。以前のように

工業に頼ることがさほど出来なくなった，すなわち第３次産業にたよらざるをえない今日，観光や

コンベンション等による地域活性化を多くの地方自治体が真剣に考えることは至極当然のことであ

り，また一部の自治体において，このようなことが強力に推進されその成果が結実しているあるい

はしつつあることは大変すばらしいことであり，これらはこれからの地域活性化の指針となってい

くであろう。

我が国もいよいよ長期滞在型観光が重視される時代に突入しようとしている。官・公・民一体と

なった当該観光が特に推進されなければならない。短期・長期両面における観光の整備・充実等は,

その地域に前述したような大きな様々な利点をもたらしてくれるので，このような努力をいとわな

い地域は大いに発展するであろう。観光地間の競争は，今後力のあるもの同士によってこれまでよ

りも一層激しくなされていくであろう。競争に打ち勝ちたいと思う地域は，筆者の観光新機軸（観

光革新）の遂行 新観光商品，新観光方法，新観光圏，新組織の４項目の遂行から成る(18) を

含んだ色々な自助努力を行っていく必要があろう。もちろんのことであるが，その際注意したい点

は，観光の整備・充実等の実施にあたって環境破壊などのデメリットが存在する（貨幣的に計れな

いが，しかし，重要であるファクターが多数存在する｡）ときには，そのようなことを中止するか,

このようなデメリットを克服する必要がある。

(ほうじょう ゆうさく・本学経済学部教授)

(１） 〔96〕は，〔95〕 昭和59年度（1985年３月） で明らかにした観光産業の新しい概念に基づいて，全

国ベースの産業連関表を用いて観光産業の他産業との連関を明らかにし，観光政策効果としての産業波及

について検討しており，さらに，現在存在している産業連関表は製造業が中心に組み立てられているため

観光産業の産業波及効果が十分に把握できないので，その分析に適合した新たな産業連関表の作成に関し

ても検討を加えている。すぐれたものであるので，参照されたい。

ここで簡単に，地域産業連関の概念について述べておきたい。地域産業連関（regional interindustry）

とは，一定期間（通常１年）の国民経済の相互依存関係，とくに産業間における産出面の実態を，需要構

造すなわち販路構成（中間・最終両需要）と投入構造すなわち費用構成（中間投入・付加価値）の両面か

ら一覧表にまとめ把握する，レオンチェフ（W.W.Leontief)〔36〕を創始（1936年）とする産業連関分析

すなわちＩ－Ｏ分析として親しまれている投入産出分析を応用したもので，地域の産業構造（地域経済）

を理解するうえで重要な研究方法であり，地域間産業連関と地域内産業連関の両者に大別できる。前者は,
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地域経済相互間の依存の関係を，産業間の各依存関係の視点から（両関係を逆に表現してもよい）眺めたも

のであり，ある地域のある産業と別地域の別の産業との関係・関連が分かり，地域間の移出・移入の関連と

産業間の投入・産出のそれが同時に明瞭になるもので，アイサード（W.Isard）型地域間産業連関表（1951

年)〔30，31参照〕はこれにあたる。後者は，特定地域の産業間の循環や相互の関連を，産業連関の手法を

用いて研究するものであり，したがって他地域の産業との関係の把握においては，最終需要欄上の移出・移

入の一括記載（各地域の移出・移入両総額）なので，当該地域の当該産業が他地域のある産業とどのような

関係が存在するのか，については知ることができない。

地域産業連関論は，欠点もあるが，様々な地域レベルにおける経済状況や経済予測などの面において，現

在大きな貢献をしており，有用な理論なので，今後増々利用されるようになるであろう（ただし，地域が狭

くなりすぎると，どうしても他地域への漏出分が多くなり，意味を持たなくなるという欠点が存在する)。

そこでこれからは，当該理論の改良と，観光の面からいえば，観光産業の統計が改善され，これらを含んだ

地域産業連関表の構築がまたれるところである。

(２） 〔74の第９章（125～138頁)，75，77の第６章（69～82頁)，79の第13章（235～249頁）等〕を参照されたい｡

(３） Ohakweh（1983）を参照されたい。

(４） Ibid .，pp.２, 23 , 24 , 30 , 31 .

(５） 観光等の定義については，〔70〕，〔112，第17章第�節（336～340頁)〕を参考にされたい。

(６） Op. cit . (Ohakweh)，pp.４,５,10～15．

(７） Ibid .，pp.19～28，49～59，66～70．

(８） Ibid .，pp.82～99，etc . .

(９） Ibid .，pp.15～19，49，50，59～66，71～82，etc . .

(10） Ibid .，pp.59～66，71～76 .

(11） Ibid .，pp.66，77～82 .

(12） Ibid .，pp.119～121，etc . .

(13） 〔35〕，第10章�の冒頭（原典，p.115；邦訳書，130頁)。

(14） 〔35〕，原典，pp.113～131；邦訳書，128～148頁。

(15） 〔89，補論１（239～259頁) ; 91，ペーパーＦ（292～312頁)〕。ケインズの乗数と地域乗数その他との関係な

どについての論述もあるので，参照されたい。

(16） 〔121 ,第９章（215～241頁)〕。参考になると思えるので，宮沢健一により述べられた〔121，第７章（159～1

79頁)〕ケインジアンの貿易乗数と原料循環を考慮せる新貿易乗数についてそれぞれ式のみ簡単に示してお

こう（ここでも紙幅の都合で記号の意味を省略する)。

ケインジアンの貿易乗数：

１＋ｐ＋ｐ２＋………＝１／(１－ｐ)＝１／�１－(ｃ－ｍ)�＝１／(ｓ＋ｍ) （ i ）

原料循環を考慮せる新貿易乗数：

ｈ＋ｐｈ２＋ｐ２ｈ３＋………＝ｈ／(１－ｐｈ)＝１／�１－ｐ＋λ(１－γ)�

＝１／�１－(ｃ－ｍ)＋λ(１－γ)� （ii)

(17） 第�節本文に示したように，小沢健市は，アーチャーを参考に観光所得乗数理論を論じているので，この小

論ではその理論・内容をアーチャー＝小沢観光所得乗数理論と呼ぶ。

(18） 観光新機軸の詳細については筆者の，〔104，105，107，108，112の第９章第�節（189～192頁）等〕を参照

されたい。
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